
京都市市税条例の一部を改正する条例（平成２２年６月１０日京都市条例第 ４ 

号）（行財政局税務部税制課） 

地方税法の一部改正に伴い，次のとおり必要な措置を講じることとしました。 

１ 個人の市民税 

  給与所得者等の扶養親族申告書の提出 

    平成２３年１月１日から，給与の支払を受ける者等で所得税法の規定により

扶養控除等申告書等を提出するものについて，扶養親族に関する事項を記載し

た申告書を提出するものとします。（第２８条の２の２及び第２８条の２の３

関係） 

    少額株式投資に係る非課税措置の創設 

    平成２５年度から，非課税口座内の少額上場株式等に係る譲渡所得等の非課

税措置について，非課税口座内の少額上場株式等に係る譲渡所得等の金額とそ

れ以外の株式等に係る譲渡所得等の金額とを区分して計算する等の措置を講じ

ることとします。（附則第１９条の３の２関係） 

 ２ 市たばこ税 

    税率の引上げ 

   ア 市たばこ税の税率を，平成２２年１０月１日以後に売渡し等が行われた製

造たばこに限り，１，０００本につき１，３２０円引き上げることとします。

（第８５条関係） 

    イ 旧３級品の紙巻たばこに係る市たばこ税の特例税率を，平成２２年１０月

１日以後に売渡し等が行われた製造たばこに限り，１，０００本につき６２

６円引き上げることとします。（附則第１７条関係） 

  卸売販売業者等に対する手持品課税の実施 

   平成２２年１０月１日前に売渡し等が行われた製造たばこを同日に販売のた



めに所持する一定の卸売販売業者等及び小売販売業者に対して，手持品課税を

行うこととします。（改正条例附則第４条関係）   

３ その他 

 その他必要な規定の整備を行います。 

この条例は，平成２２年１０月１日から施行することとしました。ただし，上記

１ の改正は平成２３年１月１日から，上記１ の改正は平成２５年１月１日から，

上記２の改正の一部は公布の日から施行することとしました。 

 

 

 



 

 京都市市税条例の一部を改正する条例を公布する。 

  平成２２年６月１０日 

京都市長 門 川 大 作   

京都市条例第 ４ 号 

   京都市市税条例の一部を改正する条例 

 京都市市税条例の一部を次のように改正する。 

 第９条第１項第２号及び第３号中「，第５項若しくは第２４項」を「若しくは第１

９項」に改め，同項第４号中「第３２１条の８第２７項」を「第３２１条の８第２２

項」に，「同条第２８項」を「同条第２３項」に改め，同条第２項中「，第５項又は

第２４項」を「又は第１９項」に，「同条第２７項」を「同条第２２項」に，「第３

２１条の８第２８項」を「第３２１条の８第２３項」に改める。 

 第２７条の７第２項中「，同条第５項の規定により申告納付するものにあっては解

散（合併による解散を除く。以下同じ。）の日現在」を削る。 

 第２８条の２の次に次の２条を加える。 

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族申告書） 

第２８条の２の２ 所得税法第１９４条第１項の規定により同項に規定する申告書を

提出しなければならない者で本市の区域内に住所を有するもの（以下この条におい

て「給与所得者」という。）は，法第３１７条の３の２第１項に定めるところによ

り，同項各号に掲げる事項を記載した申告書を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定による申告書を提出した給与所得者は，その年の中途において当該申

告書に記載した事項について異動を生じた場合には，法第３１７条の２第２項に定

めるところにより，その異動の内容その他同項に規定する総務省令で定める事項を

記載した申告書を市長に提出しなければならない。 

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族申告書） 



 

第２８条の２の３ 所得税法第２０３条の５第１項の規定により同項に規定する申告

書を提出しなければならない者で本市の区域内に住所を有するもの（以下この条に

おいて「公的年金等受給者」という。）は，法第３１７条の３の３第１項に定める

ところにより，同項各号に掲げる事項を記載した申告書を市長に提出しなければな

らない。 

２ 前項の規定による申告書を提出する場合において，当該申告書に記載すべき事項

がその年の前年において提出した同項の規定による申告書に記載した事項と異動が

ないときは，公的年金等受給者は，法第３１７条の３の３第２項に定めるところに

より，前項の規定により記載すべき事項に代えて当該異動がない旨を記載した同項

の規定による申告書を提出することができる。 

 第３５条第１項各号列記以外の部分中「徴収されるべき額」の右に「，第３２条の

８の６の規定により徴収するものにあってはその事由が発生した日の属する月前に係

る支払回数割特別徴収税額（第３２条の８の５第２項に規定する支払回数割特別徴収

税額をいう。），第３２条の８の８第１項の規定により徴収するものにあってはその

事由が発生した日の属する月前に係る支払回数割仮特別徴収税額（同条第３項により

読み替えられた第３２条の８の５第２項に規定する支払回数割仮特別徴収税額をい

う。）」を加え，同項第２号中「又は船員保険法の規定による失業保険金受給資格

者」を削る。 

 第８５条中「３，２９８円」を「４，６１８円」に改める。 

 附則第４条の２中「及び同日以後５年以内の解散による清算所得に対する法人税額

に係る法人税割」を削る。 

 附則第４条の３第２項中「（法人税法第１０３条又は第１０４条の規定による申告

書に係る法人税額を除く。）」を削り，「同法第８０条」を「法人税法第８０条」に，

「第３２１条の８第１５項又は第１６項」を「第３２１条の８第１２項又は第１３



 

項」に改め，同条第３項中「第３２１条の８第１９項又は第２０項」を「第３２１条

の８第１５項又は第１６項」に改め，同条第４項中「，同条第５項の規定により申告

納付する法人にあっては解散の日現在」を削る。 

 附則第１７条中「１，５６４円」を「２，１９０円」に改める。 

 附則第１９条の３の次に次の１条を加える。 

（非課税口座内上場株式等の譲渡に係る市民税の所得計算の特例） 

第１９条の３の２ 所得割の納税義務者が，前年中に租税特別措置法第３７条の１４

第５項第２号に規定する非課税上場株式等管理契約（以下この条において「非課税

上場株式等管理契約」という。）に基づき同法第３７条の１４第１項に規定する非

課税口座内上場株式等（その者が２以上の同条第５項第１号に規定する非課税口座

（以下この条において「非課税口座」という。）を有する場合には，それぞれの非

課税口座に係る非課税口座内上場株式等。以下この条において同じ。）の譲渡をし

た場合には，令附則第１８条の６の２第３項の規定により，当該非課税口座内上場

株式等の譲渡による事業所得の金額，譲渡所得の金額又は雑所得の金額と当該非課

税口座内上場株式等以外の株式等の譲渡による事業所得の金額，譲渡所得の金額又

は雑所得の金額とを区分して，これらの金額を計算する。 

２ 租税特別措置法第３７条の１４第４項各号に掲げる事由により，非課税口座から

の非課税口座内上場株式等の一部又は全部の払出しがあった場合には，当該払出し

があった非課税口座内上場株式等については，その事由が生じた時に，払出し時の

金額により非課税上場株式等管理契約に基づく譲渡があったものと，同項第１号に

掲げる移管，交付又は廃止があった非課税口座を有する所得割の納税義務者につい

ては，当該移管，交付又は廃止があった時に，その払出し時の金額をもって当該移

管，交付又は廃止があった非課税口座に係る非課税口座内上場株式等の数に相当す

る数の当該非課税口座内上場株式等と同一銘柄の上場株式等の取得をしたものとそ



 

れぞれみなして，市民税に関する規定を適用する。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は，平成２２年１０月１日から施行する。ただし，次の各号に掲げ

る規定は，当該各号に定める日から施行する。  

  第３５条の改正規定及び次条第４項の規定 この条例の公布の日 

  第２８条の２の次に２条を加える改正規定及び次条第１項から第３項までの規

定 平成２３年１月１日 

  附則第１９条の３の次に１条を加える改正規定及び次条第５項の規定 平成２

５年１月１日 

（市民税に関する規定の適用区分） 

第２条 この条例による改正後の京都市市税条例（以下「改正後の条例」という。）

第２８条の２の２の規定は，平成２３年１月１日以後に提出する同条第１項及び第

２項に規定する申告書について適用する。 

２ 改正後の条例第２８条の２の３の規定は，平成２３年１月１日以後に提出する同

条第１項に規定する申告書について適用する。 

３ 平成２３年中に改正後の条例第２８条の２の３第１項の規定による申告書を提出

する場合においては，同条第２項中「同項の規定による申告書に記載した事項」と

あるのは「所得税法等の一部を改正する法律（平成２２年法律第６号）第１条の規

定による改正前の所得税法第２０３条の５第１項の規定による申告書（同条第２項

の規定により提出した同条第１項の規定による申告書を含む。）に記載した事項の

うち法第３１７条の３の３第１項各号に掲げる事項に相当するもの」と，「法第３

１７条の３の３第２項」とあるのは「同条第２項」として，同項の規定を適用する。 

４ 雇用保険法等の一部を改正する法律（平成１９年法律第３０号）附則第４２条第



 

１項の規定によりなお従前の例によることとされた同法第４条の規定による改正前

の船員保険法（以下「改正前船員保険法」という。）の規定による求職者等給付の

うち改正前船員保険法の規定による失業保険金の支給を受けることができる資格を

有する者に対する改正後の条例第３５条第１項第２号の規定の適用については，な

お従前の例による。 

５ 改正後の条例附則第１９条の３の２の規定は，平成２５年度以後の年度分の個人

の市民税について適用する。 

第３条 改正後の条例の規定中法人の市民税に関する部分は，平成２２年１０月１日

以後に合併，分割，現物出資若しくは現物分配（所得税法等の一部を改正する法律

（平成２２年法律第６号。以下「所得税法等改正法」という。）第２条の規定によ

る改正後の法人税法第２条第１２号の６に規定する現物分配をいい，残余財産の分

配にあっては同日以後の解散によるものに限る。）が行われる場合，同日以後に解

散（合併による解散及び破産手続開始の決定による解散を除く。）若しくは破産手

続開始の決定が行われる場合又は同日以後に解散する法人の残余財産が確定する場

合における各事業年度分の法人の市民税及び各連結事業年度分の法人の市民税につ

いて適用し，同日前に合併，分割，現物出資若しくは事後設立（所得税法等改正法

第２条の規定による改正前の法人税法第２条第１２号の６に規定する事後設立をい

う。）が行われた場合又は同日前に解散（合併による解散を除く。）が行われた場

合における各事業年度分の法人の市民税及び各連結事業年度分の法人の市民税につ

いては，なお従前の例による。 

（市たばこ税に関する経過措置） 

第４条 平成２２年１０月１日（以下「指定日」という。）前に課した，又は課すべ

きであった市たばこ税については，なお従前の例による。 

２ 指定日前に地方税法第４６５条第１項の売渡し又は同条第２項の売渡し若しくは



 

消費等（同法第４６９条第１項第１号及び第２号に規定する売渡しを除く。）が行

われた製造たばこを指定日に販売のために所持する卸売販売業者等（改正後の条例

第８３条第１項に規定する卸売販売業者等をいう。以下同じ。）又は小売販売業者

がある場合において，これらの者が所得税法等改正法附則第３９条第１項の規定に

より製造たばこの製造者として当該製造たばこを指定日にこれらの者の製造たばこ

の製造場から移出したものとみなして同項の規定によりたばこ税を課されることと

なるときは，これらの者が卸売販売業者等として当該製造たばこ（これらの者が卸

売販売業者等である場合にあっては本市の区域内に所在する貯蔵場所，これらの者

が小売販売業者である場合にあっては本市の区域内に所在する当該製造たばこを直

接管理する小売販売業者の営業所において所持されるものに限る。）を指定日に本

市の区域内に小売販売業者の営業所の所在する小売販売業者に売り渡したものとみ

なして，市たばこ税を課する。この場合における市たばこ税の課税標準は，当該売

り渡したものとみなされる製造たばこの本数とし，次の各号に掲げる製造たばこの

区分に応じ当該各号に定める税率により市たばこ税を課する。 

  製造たばこ（次号に掲げる製造たばこを除く。） １，０００本につき１，３

２０円 

  改正後の条例附則第１７条に規定する紙巻たばこ １，０００本につき６２６

円 

３ 前項に規定する者は，同項に規定する貯蔵場所又は小売販売業者の営業所ごとに，

同項の規定により市たばこ税の課税標準となる製造たばこの本数，当該本数により

算定した市たばこ税額その他必要な事項を記載した申告書を指定日から起算して１

月以内に，市長に提出しなければならない。 

４ 前項の規定による申告書を提出した者は，平成２３年３月３１日までに，当該申

告書に記載した市たばこ税額に相当する金額を納付しなければならない。 



 

５ 第２項の規定により市たばこ税を課する場合には，前３項に規定するもののほか，

次の表の左欄に掲げる改正後の条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は同表の右欄

に掲げる字句に読み替えて，改正後の条例の規定中市たばこ税に関する部分（改正

後の条例第８６条，第８８条，第８９条及び第９２条の規定を除く。）を適用する。 

第９条第１項第

２号及び第３号 

第８８条第１項若しくは

第２項 

京都市市税条例の一部を改正する条例

（平成２２年６月１０日京都市条例第

４号。以下「平成２２年改正条例」と

いう。）附則第４条第３項 

第８４条第２項 前項 平成２２年改正条例附則第４条第２項

第９０条第１項 第８８条第１項又は第２

項の規定により申告書 

平成２２年改正条例附則第４条第３項

の規定により申告書 

第８８条第１項又は第２

項の規定により申告納付

する 

平成２２年改正条例附則第４条第３項

及び第４項の規定により申告納付する

第９０条第２項 第８８条第１項若しくは

第２項 

平成２２年改正条例附則第４条第３項

第９３条第２項 経過する日 経過する日（当該経過する日が平成２

３年３月３１日前である場合には，同

日） 

６ 卸売販売業者等が，販売契約の解除その他やむを得ない理由により，本市の区域

内に小売販売業者の営業所の所在する小売販売業者に売り渡した製造たばこのうち，

第２項の規定により市たばこ税を課された，又は課されるべきものの返還を受けた

場合には，当該市たばこ税に相当する金額を，改正後の条例第９２条の規定に準じ

て，当該製造たばこにつき納付された，又は納付されるべき市たばこ税額に相当す



 

る金額に係る控除又は還付に併せて，当該卸売販売業者等に係る市たばこ税額から

控除し，又は当該卸売販売業者等に還付する。この場合において，当該卸売販売業

者等が改正後の条例第８８条の規定により市長に提出すべき申告書には，当該返還

に係る製造たばこの品目ごとの数量についての明細を記載した書類を添付しなけれ

ばならない。 

（その他の経過措置） 

第５条 前３条に定めるもののほか，この条例の施行に関し必要な経過措置は，市長

が定める。 

（行財政局税務部税制課） 

  

 


